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2.1 障害のあるਓの労ಇとテレワークの૬ੑ

1. ジョブマッチング
障がいのある人の労働とテレワークの相性は、人と

仕事の適性という意ຯで「ジョブマッチング」と同様
に考えることができます。その仕事が本人にͽったり
と合うものになっているかどうかを見極めることは労
働のॳ期ஈ֊から大切です。もし、その人とテレワー
クとの相性がѱいと、これがストレス源となって離職
に繋がってしまうからです。テレワーク自体が新たな
社会的不利の源となることはආけるべきでしょう。

個人と職業の合கは、Parsons（1909）がএえる
ようにそもそも「職業カウンセリング」の原型と言え
ます。「୯に仕事を୳すより職業を選Ϳ方がྑい」こ
とは確かに大切であり、テレワークという働き方を選
Ϳ際にも、気をつけたいとこΖです。

一般的に、働く人の資質、知識、スキル、経ݧがそ
の仕事に合கしてさえいれば、職業性ストレスや過重
労働といった問題はܰݮされ得ます。そして、障害の
ある人がテレワークを活かせる特性を事業主が把握
し、より働きやすい職場を提供する過ఔで、テレワー
クを働き方の選୒ࢶの一つできれば、これは૒方に
とって好都合となります。職業性のストレス要Ҽは人
間関係や労働時間਺など多ذに౉りますが、テレワー
クという労働形態自体が新たな「障害」になっていな
いかをチΣックすることが第一歩でしょう。これを、
事業所側が入念にチΣックしないで「そのうち慣れて
できるようになるだΖう」と์置したままで進むのは
ආけたいものです。配慮不足によるૌえが࿐ఄすると
いった問題が発生してからでは஗いからです。

障害のある人にとってテレワークがストレスになる
のはどのような状況でしょうか。「テレワークはとて
もۤ手」という人に、テレワークを強制的に行わせて
も仕事はうまくいきません。一方で、「人と対面で関
わること自体がそもそもۤ手なので、テレワークはあ
りがたい」という人にとって、テレワークは࿕報とな
ります。さらに、身体に障がいがあるため、通勤が෺
理的に困難な労働者にとって、テレワークはそうした
障นを除ڈする働き方となります。֎出不要のテレ
ワークは障害の有無やఔ度に関わらず、「ありがた
い」と思う労働者は少なくないと思います。問題は、
そのテレワークで「しっかりと仕事ができるかどう
か」です。そこで大切なのは、テレワークによる心理
的・精神的・身体的ෛ担をどのఔ度ܰݮできるかとい
う「知ܙ」と「労働環境の整備」、そしてよりࡉかい
「合理的配慮」です。「本当はテレワークで働いてみ
たい」というر望を持つ障がいのある従業員に対し、
まずはニーズアセスメントを行う必要があります。そ

の従業員にとってのテレワークの時間਺、場所、本人
と仕事内容の適合度（ジョブマッチング）を把握する
ためには、一定期間、試行的なモニタリングも必要と
なるでしょう。同時に確認すべきことは、誰が੹೚を
持ってテレワークの環境整備をするのか、その整備を
誰がどのようにチΣックするかです。機ցや接続のト
ラブルが発生した時の対処は、どのようなྲྀれで行う
のかといった留意事項を事前に確認する必要がありま
す。؊心なことは、雇用側が障がいのある労働者のテ
レワークに௅ઓする機会というものをୣってはならな
いことです。ここに公平性がないと、機会提供の配慮
不足ということになってしまいます。では、具体的に
はどのような配慮があればྑいのでしょうか。

2. テレワークの合理的配慮
職場における合理的配慮の基本は、とにかく「その

人をよく見ること」にਚきると思います。そうしなけ
れば障がいのある人に対する真の配慮に繋がらず、結
果的に「この会社はࢲという、たまたま障がいのある
労働者のଘ在を無視している」という結果になってし
まうة険性があります。障害を理由とした雇用ࠩ別に
直結する問題です。「障害を見ずに、人を見よ」とい
う教えは、人ݖ問題上、ྙ理上、極めて大切な原理で
あると言えます。

「配慮」とは「思いやり」のことです。ただ、同じ
配慮をするにしても、それに伴う設備౤資がコスト的
にも時間的にも必要となる場合もあります。そこで、
৻重に検討すべきことは、本当にその設備౤資で問題
が解決され得るか、という合理的な「見立て」です。
会社が障がいのある従業員のために「ྑかれと思っ
て」お金と時間をかけてした環境整備の配慮が、結ہ
何の効果も得られなかったということはආけねばなり
ません。

「合理的」はӳޠでリーズナブル（reasonable）
です。何かを提供するときには、それに見合ったリー
ズナブルなコストで検討するのが普通です。例えば、
障がいを持った従業員が働く「場所」を社内で୯७に
移すだけで、時間も費用もほとんどかからないという
ケースもあるでしょう。もしくは当֘従業員の業務分
ੳをしてワーク・シΣアリングをすることも可能で
す。事業主は、知ܙを働かせて会社と従業員の૒方に
とって「合理的」な解決方法を୳ります。

合理的配慮の具体的をみて見ましょう。「ࢲは、自
分のഎ後から声をかけられることがාくて、མち着い
て仕事ができない」と言う精神障害のある従業員がい
たとします。こうした従業員に対する合理的な配慮と
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は何でしょうか。その従業員のഎ後を「大きなนでः
அ」する、というのはどうでしょうか。こうすれば、
本人はഎ後を気にしたり、人の声やଘ在を恐れること
がなくなるかもしれません。そして、例えばΤレベー
ター৐り場に繋がる会社のΤントランスとなっている
大きなนをഎにした受෇の仕事に配置స換する、と
いった合理的な配慮により、本人は安心して仕事にଧ
ちࠐむことができるようになったという実例がありま
す。

3．テレワークの動機෇け
自由な時間ଳにマイペースで੩かに仕事ができるテ

レワーク環境の配置స換が好ましいと൑அする際に
は、その障害のある労働者が「なͥテレワークをر望
するか」をஸೡに聴き取ることが大切です。

例えば、テレワークの動機としては、何があるで
しょうかʁ

（1） マイペースで働きたい
（2） 自分の好きな֨好でいたい
（3） ೏い、Ի、ޫの加ݮを自分で調整したい
（4） 決まった時間にిंで通勤したくない
（5） 通勤にかけるの時間を他のことに使いた
（6） 人と対面で話したくない
（7） จࣈや視֮で఻えたい
もちΖん、これらだけではありませんが、労働者に

は人それͧれに働く動機に繋がる要Ҽがあり、そうし
た৚݅がそΖえば֨ஈに労働動機が高まる可能性があ
ります。

こうした動機෇けの要Ҽは、テレワークによって自
身が「ۤ手」とすることを解決できるという可能性を
示唆するものです。例えば、移動に制限のある身体障
害のある人、対人関係がとてもۤ手という精神障害の
ある人、相手の意図をಡみ取るコミュニケーション自
体がۤ手という発ୡ障害のある人、定型的な୯७作業
以֎はۤ手という知的障害のある人が、「ۤ手」とす
る部分をテレワークでどれだけ補うことができるかを
考えねばなりません。その人の「障害」の内容とఔ度
にもよりますが、「アクセシビリティ」という「社会
的な障น」がテレワークによってܰݮされるなら、そ
して「障害が障害にならない」ようなテレワークを効
果的かつ効率的にできるなら、これは申し分ないこと
です。もし、「障害」がテレワークによってܰݮされ
るのなら、これは全く新しい有効な働き方になりま
す。テレワークへの動機෇けをどうするかは、本人だ
けでなく、企業や就労系支援事業所全体で検討すべき
です。

4. テレワークがもたらす利益
テレワークとの「相性」をもう少しਂく見てみま

しょう。例えば、「どちらかと言えば人と接したい。
対面の方が仕事も捗るし、その方が好きである」とい
う人もいれば、全くそのٯであるという人もいます。
反対に、「できれば人をආけたい。人の前ではۓுし
て仕事をしくじるし、コミュニケーション障害という
นがある。何より一人でコツコツと仕事をする方が性
に合っている」という人もいるでしょう。テレワーク
と個人との相性がྑいと、本人はより生き生きと働け
るはずです。したがって、障害のある人のテレワーク
労働環境の整備は個別に行うことが理想的です。

5. テレワーク支援人材とはʁ
障害のある労働者が、テレワーク業務、対面業務、

その組み合わせ業務を選୒する際には、選୒に対する
合理的配慮が必要ですが、その配慮を障害のある労働
者本人のޱから言いにくいこともあります。

例えば、「この業務をテレワークでする時にあなた
の手助けになることは何でしょうか」というような形
で、دりఴって問いかけてくれる人のଘ在は大きいと
思います。障害のある労働者のテレワーク自体を助け
てくれる「テレワーク支援人材」とはどのような人で
しょうか。
①テレワークに必要となる情報通信技術の準備ができ

る人
②通信機器の使い方とテレワーク業務を教えながら援

助できる人
③テレワーク業務に関する情報保障・安全保障・法令

९क等のٙ問を解決できる人
④専門的なコンサルテーションを事業所に提供できる

人
ᶇ障害特性に応じたテレワークの合理的配慮を定期的

に確認修ਖ਼できる人
ᶈテレワーク雇用の継続に必要な雇用管理業務を請け

ෛうことができる人（ീ重ా 
2022a）
こうした知識と技術を有するテレワーク支援人材の

確保をする際には、入社前にどこかで֘当するଔ前教
育を受けた方から選Ϳ、いうわけにはいかないかもし
れません。障害特性、障害者雇用管理、復職支援、定
着支援などの専門的な職業リハビリテーションに関す
る知識と技術を有する人材育成の整備は஗れていま
す。今後は、テレワークを前提とした障害者雇用管
理・職場定着支援・テレ・リハビリテーション（ീ重
ా 
 2021
 2022b）に関する知識と技術を備えた人
材が求められます。
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2.2　*$T が可能にする障害のあるਓの活ಈの޿がΓ
ここでは、ICT ツールが可能にする障害のある人の

活動の広がりについて紹介します。

ICTについて
ICT は IT に communication（会話）を加えたも

ので、会話の素になる言ޠや画૾、Ի声をデジタル化
して、インターネットで遠隔での情報通信（会話）を
実現したものです。現在の第4ੈ代の技術では、大ྔ
の情報を高଎で通信することができ、またૢ作も分か
りやすく、؆୯になったことで、仕事だけではなく、
日常会話でも使えるようになりました。情報通信機器
は総務省白書では2020年のੈଳ普及率は、「モバイ
ル端຤全体」（96.8％）で内༁の「スマートフォン」
は86.8％、「ύソコン」は70.1％になっており、現
在ではほ΅100％と想定されます。普及することで機
器や通信、アプリのૢ作性や使用料金も྿価になり、
障害者も所有し活用することができるようになりまし
た。

会話での活用について
人は長い間、言ޠによる会話をしてきました。日常

的な会話もあれば、仕事で使う少し႓ா面な会話もあ
りますが、ॳ期は対面での会話でしたが、ঃ々に技術
が進歩したことで༣ศやి話を使うことで、遠くの人
とも会話ができるようになりました。近年、ICT の通
信システムやύソコンやタブレット、スマートフォン
などの情報端຤が整備され、遠くに離れている方とจ
や言༿及び画૾や動画を高଎でリアルに相互通信がࣈ
でき、ストレスなく会話をָしむことができるように
なってきました。

学びでの活用について
手指がスムーズに動かせない障害者は、学ߍでの学

びの場で、教師の説明やࠇ൘のจࣈを書きࣸせないこ
とがあります。他の生ెと比較してهड़が஗いこと
で、普通学ڃに通えなくなることもあります。ITC の
ύソコンやタブレットは、障害のఔ度に応じて、キー
ボード、マウス、トラックボールなど、入力用のツー
ルを準備することで、スムーズにจࣈ入力を補ࠤでき
るようになります。また発ୡ障害の -% の方では、教
師の説明の言༿を要約して書きࣸせないこともありま
すので、入力機器で対処できるようになります。これ
らの機器を学習補助具にすることで、学びをਂめ、ক
དྷはテレワーク等で仕事に就くこともできるようにな
ります。

生活での活用について
スマートフォンに位置情報やナビήーション௥੻機

能等があります。ࢠどものいる場所を知っておきたい
や、๚問する場所を地図ද示と共にԻ声でナビήート
することもあります。またおいしいものを৯べたいと
き、ങい෺するおళの紹介や評価を知ること、病院や
美容ࣨの予約、こんなことにも ITC が利用されてい
ます。安全面では、୆෩時のఱ気予報やՏ川のਫ位情
報、さらに過ૄ地ではスマート機能෇きで、日常的に
高齢者の健康確認もできます。障害者では、ंいすで
利用ができるトイレの位置や道࿏のஈࠩ、また手話の
できるおళ情報も手ݩで؆୯に知ることができます。
これらのศ利な情報を知り、機器のૢ作を習得するこ
とで、কདྷ、働くことに役立つことになります。
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仕事での活用について
ICT では専門的な知識を習得しなくても、情報機器

がૢ作できることで、仕事での資料作成や各種情報の
整備に生かすことができます。またԻ声通信機能で
は。職場に通勤しなくても、テレワークで相手と必要
な会話や঎談をすることもできます。例えば、介護施
設の入居者に移動が困難な障害者が、ICT で高齢者の
日々の体調及び思いや೰みをお聞きするなどの新たな
働き方も生まれています。仕事では移動時間が意֎と
多いので、ICT でۭいた時間に他の業務ができること
で効率性が向上することにもなります。

これからの ICT
新型コロナや東ژオリンϐックから、-I/E や

;oom のカメラ機能 on でリアルに相手のإを見な
がら会話することが一般的になりました。それを録画

し、Google %rive に保ଘすることも؆୯にでき、さ
らにスマートフォンのカメラで高精ࡉなࣸ真や動画を
Өして、؆୯なฤ集からࡱ Photo -ibrary も作成で
きるようになりました。対ઓήームでは高機能ύソ
コンで E-sport で、身体機能をあまり使わない新ス
ポーツが生まれました。Metaverse ではԾ想ۭ間に
自由にՈや職場、ொやおళをつくり、アバターで参加
でき、現実とҧう感֮や出会い、会話をຬ٤できるよ
うになりました。障害分野では、発ୡ障害者の見え方
や聞こえ方を体ݧできることや、೴೾センサーで義ࢶ
や֎部機器を自在にૢ作する取り組みも始まっていま
す。

技術が進歩することでࢲたちの日々の฻らしがศ利
になり、独自の生活ۭ間を創଄することもできるよう
になりますが、それでも人の持つ互ܙ的な利他であ
る、お互いさまの気持ちになり、ICT を今の時代の生
き方のよい補助具になるように心がけることが大切に
なります。

　（ڵ内 ຽࢁ）

2.3　4ocietZ�.� と %9

1. Society5.0とはなにか
「Society5.0」という言༿は、2016年1月に閣議

決定された「第5期科学技術基本計画」の中で提এさ
れたコンセプトです。5年ごとにଧち出される科学技
術政策の中で、この言༿で示そうとしたのは、ະདྷの
科学技術の姿ではなく、কདྷの目指すべき社会の姿で
した。

Society5.0とは、人類の社会の変遷におけるまさ
に「第5ஈ֊の社会」という意ຯです。第1ஈ֊の社
会つまり Society1.0は「ङྌ社会」、その後の「೶
の後に続くべ「情報社会」、「業社会޻」、「社会ߞ
き社会変ֵを、զが国はੈ界に先ۦけて実現すべきだ
としています。それは一体どういう社会なのでしょう
か。様々なとこΖで説明はされてはいますが、多くの
人に広く理解されているとは言えません。

Society 5.0の説明として「サイバーۭ間とフィジ
カルۭ間の༥合」というද現もよく使われますが、
ネット社会とリアルの現実社会が「༥合」すると言わ
れても、それは社会のあり方を説明することにはなっ
ていません。Society5.0が何か、どういう社会への
変ֵが必要なのかを理解するには、現在の情報社会の
課題や限界を明らかにする必要があります。

2. 情報社会の課題
現在の Society 4.0たる「情報社会」は、すでにサ

イバーۭ間にリアルのੈ界のデータを஝積し、イン
ターネット上でコミュニケーションやマッチング、取
Ҿといった実ੈ界の地理的・社会的な֞根をӽえて、
さまざまな活動を成立させています。それがなかった
時代に比べて֨ஈにศ利なੈ界になっているはずです
が、どこに問題があるのでしょうか。

サイバーۭ間に構築された多くのデータやサービス
は誰から見ても同じものです。サイバーۭ間での利用
ཤྺに応じて最適化やカスタマイズがされることはあ
りますが、それは誰にとっても同じ共通の入りޱをく
ぐった後のシナリオです。ある意ຯ、各人が望めば利
用できる、ຽ主的な仕組みなのです。そのためには、
各人が、デジタルのリテラシーを身に෇け、自分に
合ったサービスを୳すなど自ら行動することが求めら
れます。

今の情報社会は、ྑくもѱくもજ在的な利用者に対
して平等であるため、高齢や障がいのある人などさま
ざまな事情でそうした情報にアクセスしにくく、また
自分の状況に合った支援や仕組みにたどり着けないと
いった、જ在的な利用者たる人間側の事情は考慮され
ていません。利用できるリテラシーと৚݅をクリアし
た人だけが、利用者としてそのศ益をڗ受できるとい
うੈ界なのです。



�� 第�章　4PDJFUZ���࣌୅のʮಇ͘ʯΛ஌る

グローバルに共通のクラウドサービスを提供して成
長したถ国ڊ大 IT 企業（ビッグテック企業とݺばれ
ています）にとっては、こうした平等性・一律性は、
൴らの事業の高い効率性を維持し、サービスをグロー
バルに普及させるための大原則でした。しかし、結果
的に日本を含めて多くの国の๲大な情報が、そうした
ビッグテック企業に集中することになりました。サイ
バーۭ間における情報ྔとそのӨڹ力がѹ౗的にな
り、リアルなੈ界（フィジカルۭ間）の本当の状況と
のΪャップが、新たな社会問題になりつつあります。

3. 人間中心の社会変ֵのために
Society 5.0が目指す社会を、情報社会の課題・限

界を踏まえてද現するとしたら、「誰も取り࢒されな
い、人間・利用者中心の姿に情報社会をリニューアル
すること」だと言えるでしょう。

Society 5.0のະདྷの社会に必要なのは、જ在的な
利用者の立場を理解し、دりఴうための仕組みです。
もちΖん、IoT や人޻知能（"I）などのテクノロジー
はそのための有望な手ஈですが、それだけでは十分と
は言えません。人間には、年齢、経ࡁ状況、健康状
態、Ո଒構成、障害の有無やఔ度、生活や行動の基൫
となる地域やコミュニティなど、さまざまな事情や状
況のҧいがあります。利用者のڐ୚と社会的なコンセ
ンサスを得た上で、状況や事情を安全かつ効率よく収
集・理解するためのセンサーや推࿦メカニズムをうま
く活用することにより、その人に現在の状況を反өし
た、;さわしい情報や体ݧを提供することができるよ
うになります。

コロナ禍での社会的なࠞཚは、あらΏる人たちの生

活にӨڹを及΅しましたが、Өڹ度は人によってかな
りࠩがあります。行政の支援や補助も、現在の申請主
義では本དྷ必要とされる人になかなか行き౉りませ
ん。最低限行き౉ることを優先した「一律給෇」を連
発するだけでは、行政の役割としても公的資金౤入効
果としても限定的なものにならざるを得ません。

申請主義ではなく、事前に働き掛けることができる
ためには、そうした状況を把握するデータ収集とデー
タを解ऍしてӨڹを推定するアルΰリズムやモデルが
必要となります。「サイバーۭ間とフィジカルۭ間の
༥合」というイメージは、「リアルな状況のデータ収
集とサービスへの適切な反өというサイクル」だと考
えると理解しやすいでしょう。

内閣府の Society5.0の説明では、図1のように、
実現する社会の例が示されています。地域や人によっ
て異なるҧいを৐りӽえ、必要とされるすべての人
に、適切な支援や知識などの新たな体ݧ・価஋を提供
するというイメージになります。

4. ΤクスペリΤンス（体ݧ）を
設計する

Society5.0のコンセプトは、デジタルトランス
フォーメーション（%9）がもたらす企業や社会の姿
とも重なります。経ࡁ産業省の定義をआりると、%9
とは「データやデジタル技術を活用して、٬ސや社会
のニーズを基に੡඼やサービス、ビジネスモデルを変
ֵするとともに、業務そのものや、組織、プロセス、
企業จ化・෩౔を変ֵし、ڝ૪上の優位性を確立する
こと」です。

一方、%9 とࠞ同しやすい取り組みとして、「デジ

図̍　4PDJFUZ���͕࣮͢ݱΔࣾձのΠϝーδʢ಺ֳ෎ʣ
IUUQT���XXX��DBP�HP�KQ�DTUQ�TPDJFUZ�@��
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タライθーション（デジタル化）」があります。これ
は、従དྷのアナログな業務プロセスをデータ化した
り、デジタルツールを導入したりして業務を効率化す
ることを指します。データ化やツール導入は、%9 の
ための手ஈの一つではありますが、決して目的にはな
りません。٬ސや社会のニーズに応えるために、企業
や組織が実現すべきະདྷの姿を明確にすることが先決
なのです。

Society 5.0が重視している「人間中心」の考え方
は、%9 でも全く同じです。そしてさらに、人の具体
的な「ΤクスペリΤンス（体ݧ）」の分ੳと設計を重
要視します。%9 の本質は、データやデジタル技術を
活用することで、٬ސや従業員などターήットとなる
૚に対して「新たな価஋あるΤクスペリΤンス」を提
供することだと言われます。

そのためには、まず対象となる人々の今現在の体ݧ
を観察したり、聞き取りを行ったりして、ペイン（困
りごと）やήイン（うれしいこと）の理解が必要で
す。つ͗に、ペインの解ফやήインの拡大のためにど
ういう施策やサービスが求められるかを検討する中
で、ΤクスペリΤンスの設計を行っていきます。そし
てその後に、実૷と評価に適した IT 基൫やツールの
活用を考えるというྲྀれとなります。（図2参র）

5. %9を支える「人材」と「データ」
%9 によって、これまで現地や人手で行われた作業

は遠隔化・自動化され、時間がかかっていたサービス
も事前に予ଌして待ち時間なく提供されるようになる

と、これまで人間が行ってきた仕事の中身も変わって
きます。現地で対応していた作業員や、٬ސ対応のオ
ペレータ業務などの仕事はݮるでしょうが、その一方
で、新たに求められる仕事も増えてくるはずです。

今後求められる仕事は「データ」に関わるもので
す。データを解ऍし、分ੳするというデータサイΤン
スや "I Τンジニアなどの高度な人材が不足している
ということはよく知られていますが、データに関わる
仕事はそれだけではありません。データの収集や生
成・加޻・検ূに関わるデータの準備・開発・設計
（デβイン）とݺばれるྖ域に関して、これまで高度
な人材に集中していた業務の分化と産業化が進むと考
えられます。

これは、Society5.0で重視される現場のリアルな
状態や人々の状況をਖ਼確に把握するためにも不可欠で
す。収集したデータが実態とဃ離していないか、利用
者のリアルな体ݧを把握するためのデータ֫得の設計
や、"I が自動൑定するために必要な学習データの作
成・選定を行うという部分は、自動化することが難し
いྖ域です。

データの開発や設計の業務においては、地域や業界
ごとにドメイン知識やノウハウが෇加価஋となりま
す。地域性や作業者の特性・職能適性がうまく活か
し、適切なトレーニングと IT ツールを活用すること
で、զが国の %9 を支え、Society5.0を実現する人
材とデータ資源を育てることができるのです。

（ക໦ ल༤）　

図�　%9ਪਐʹٻΊΒΕΔΤクεϖϦΤϯεɾσーλσβΠϯ�	 ච者࡞成 
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2.4　Ұൠ労ಇࢢ৔のมԽと職ҬのมԽ
きていまى場ではܶ的な変化がࢢ今日本の労働ࡢ

す。

1. 一般労働ࢢ場の構଄変化とは
どんな変化なのかというと、
まずは①労働ࢢ場の二極化が加଎していることで

す。高スキル・高௞金の就業਺（管理職、専門職、技
術職など）と低スキル・低௞金の就業਺（各種サービ
ス職、清૟・ܯ備職、運స職、手仕事職など）が拡大
し、中スキル・中௞金の就業者（ൢച職、事務職、੡
଄職など）が大෯にݮ少してきているという変化で
す。

次いで、よく知られているように、②人ޱの少ࢠ高
齢化に伴う労働人ޱのݮ少しています。

コロナ禍を通して、஗延܏向にあった企業などの
IT 化・デジタル化が一挙に進み、③定型・反復的な
業務やマニュアル型業務の "I やロボットへの置き換
えが始まっていることです。これによってࣦ業または
キャリアチΣンジしなければならない就労者が大ྔに
あらわれ、反面専門職や高位管理職などの高度なスキ
ルを要する就労者が大ྔに不足すると予ଌされていま
す。

コロナ禍を通して、テレワークを代දとする④多様
で柔軟な「新しい働き方」が開発・導入され、多くの
企業で定着しつつあります。現状、業種・業態や職
域・職種によってࠩはあるものの、働く場所と時間を
柔軟化してくれるテレワーク（在宅勤務）・リモート
ワークだけでなく、出勤と併用するハイブリット勤務
を利用している労働者も増えてきています。

そして最後に、ᶇ雇用形態の多様化があります。こ
れまで通りの有期・無期雇用ܖ約だけでなく、フリー
ランスでの就労方法も拡大し、「ΪグΤコノミー （イ
ンターネットを通じて、୯発の仕事を請けෛう働き
方） 」とݺばれる働き方や「雇用的自営等」も増加し
ています。ط企業就業者でも݉業・෭業をڐ容する企
業も拡大してきています。このように、一般労働ࢢ場
の大きな構଄変化は、社会全体、障害者の労働ࢢ場に
も大きなӨڹを༩えています。
˞Ҏ্ɺฏ੒��೥�݄ۀ࢈ࡁܦল�h 労ಇࢢ৔のߏ଄มԽと՝୊ʱと
ʰ労ಇࢢ৔のߏ଄มԽに൐͏ਓࡐҭ੒のݱঢ়とۀ࢈ࡁܦলのऔΓ૊
Έʱ　ྩ࿨ݩ೥�݄　ۀ࢈ࡁܦলۀ࢈�ਓࡐ੓ࣨࡦɺΛߟࢀにͯ͠੔
ཧͨ͠΋のɻ

2. 障害者労働ࢢ場の動向
前ड़したように一般労働ࢢ場での変化は、障害者雇

用が担う業種・業態や職域・職種の構଄変化をも内包
しています。

例えば、現状障害者が多く就労していると推ଌされ
る、中スキル・中௞金の職域・職種が大෯にݮ少して
いるということはطଘ就労者の就労維持と新規就労ر
望者の採用がݮ少するということにつながります。ま
た拡大しているという高スキル・高௞金の職域・職種
に就くには高いスキルの修得や経ݧが不可欠となり、
相対的に障害者には不得手なྖ域だといえます。一方
で低スキル・低௞金の職域・職種が拡大していること
は障害者就労拡大の機会だと考える方もいるかもしれ
ませんが、低所得就労からキャリアアップしていくこ
とを目指す障害者には、経ࡁ的自立のนがさらに高く
なることを予感させます。またテレワーク・リモート
ワークで就労するには、一定の IT スキルの修得が不
可欠となり、現状では十分に対応可能な障害者は多਺
とは言い難く、障害種別に関わらず当事者の時代変化
に合わせた IT スキル向上がۓ٤の課題となっている
と思われます。更に、雇用形態の多様化が進むという
ことは障害者にとっては不安要素になりかねません。
企業に就労して一定の配慮と社会保障をڗ受して働き
続けることを目指す障害者にとってはフリーランスや
ΪグΤコノミーという働き方は選୒ࢶの優先度が低い
と考えられます。

3. 企業が抱えている障害者雇用の
課題

障害者雇用促進法により、障害者雇用率制度が維持
され続ける限り、労働ࢢ場がどう構଄変化しても、企
業は障害者雇用を継続していく義務があります。

以下に、現在企業が直面している障害者雇用課題に
ついて整理してみます。
①法ఆ雇用཰のܧଓతなアッϓへのରԠ

������1&340-�$)"--&/(&�$0�
-5%�"MM�SJHIUT�SFTFSWFE

5年ごとに見直される法定雇用率はຽ間企業の場
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合、今後、ஈ֊的にҾき上げられ、2024年（̐月）
に2.5％、2026年（̓月）には、2.7％に設定される
見通しが示されています。ごଘじのように、法定雇用
率は୯७に障害者の雇用਺だけでࢉ定されるものでは
なく、雇用されている各障害者の就労時間により、カ
ウントされ計ࢉされるものです。ࡢ今では、精神障害
者の雇用促進や୹時間の就労をر望する障害者のため
に実雇用率ࢉ定方法が見直されていますが、いずれに
せよ法定雇用率の継続的アップは企業にとって重い課
題であることにҧいはありません。

②障害ਓࡐのઓྗԽରࡦ

������1&340-�$)"--&/(&�$0�
-5%�"MM�SJHIUT�SFTFSWFE

企業の障害者雇用を推進する主たる目的は、各社一
律ではなく、法定雇用率のୡ成・維持という共通性以
֎は各社各様で、その位置෇けが異なります。

これまではط就労者（一般社員）が後発的に疾病を
発症して障害者手ாを取得し、その後も継続勤務する
場合などを除き、障害者を「ઓ力」として第一ઢで活
༂することを主たる目的と位置෇ける障害者雇用はあ
まり想定されていませんでした。そのため؆қで定型
的なϢーティリティ業務を切り出し、一般部ॺ活動の
サポーターとしてݙߩしてもらうことが有効な取り組
みだと位置づけられてきました。

しかし、より多くの障害者を雇用していくというこ
とは、雇用コストෛ担の増加を意ຯし、企業の本業に
おけるݙߩ、とりわけ生産性改善に対するݙߩを通し
て、障害者人材を「ઓ力化」することが新たな「企業
੹೚」になってきています。

労働ࢢ場の構଄変化ともؑみ、どのような職域・職
種で「ઓ力化」させるか、そのためのطଘ人員の࠶
トレーニングや新規人材の採用、طଘ業務において
も、障害者もݙߩできる業務フローへ改善するための
#PR ˎ的取り組みなど、企業が果たすべき課題は大き
いものがあります。

「ઓ力化」において、就労系事業者が果たすべき役
割では、企業においてઓ力化の可能な職業準備性を備
え、当事者の力を発揮できるように訓練し、適切な環
境調整を前提として企業に送り出していく੹೚は就労
系事業者にあります。就労支援事業者と企業のઓ力化
に対するベクトルが一கしてこそ、障害のある人材の

ઓ力化は実現されるのです。
ˎ（#usiness Process Re -engineering）

ᶅ障害者のྸߴԽにΑるେྔ཭職Ϧεクରࡦ

������1&340-�$)"--&/(&�$0�
-5%�"MM�SJHIUT�SFTFSWFE

年12月24日に発දされた「令和3年障害者雇用ࡢ
状況の集計結果」によると、現在でも障害者雇用にお
ける身体障害者の構成は60� を௒えます。身体障害
者と精神障害者の年齢構成比

出య：厚生労働省発ද「平成28年生活のしづらさなどに関す
る調査（全国在宅障害ࣇ・者等実態調査）結果定年制度の見直
しが進みつつあるとはいえ、早൩多くの身体障害者が雇用の一
ઢからୀくのは自明のことです。企業は新法定雇用率のୡ成・
維持のために、離職人材の補రも考慮する必要があります。

ᶆ障害者の雇用ҡ࣋と֦େのͨΊの࠾用ઓུ

������1&340-�$)"--&/(&�$0�
-5%�"MM�SJHIUT�SFTFSWFE

企業がࢢ場の構଄変化やઓ力化ѹ力、離職リスクを
抱えながら障害者雇用を持続的に維持・推進していく
ためにはいくつかの方法があると考えます。
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˔雇用方法のଟ૚Խ
これまで障害種やスキル要݅などを限定した、୯૚

の障害者雇用を進めてきた企業においては、複૚的な
難қ度の業務を創出し、୯૚型雇用を複૚型の雇用に
拡大してみる施策も考えられます。「本業に資する」
という意ຯ෇けも୯に収益性や生産性に限定せずに、
企業の CS7 活動や CSR 活動、さらには S%Gs 活動
でのݙߩを設計してみることは有意なことです。

˔雇用஍Ҭの޿ҬԽ
事業拠点に近在する地域からの、通勤を前提とした

雇用からテレワークをᑏࢠに広域の採用をすすめる方
法も有効な対策となります。

大都ݍࢢの企業が地方に在住している人材を採用す
る、または地方の企業が地域で不足する人材（例えば
IT 人材など）を大都ݍࢢから採用するなど、ࡢ今導
入が進んでいる「新しい働き方」を活用し、テレワー
ク勤務（フル在宅勤務）やサテライトオフィスでのリ
モートワーク、ハイブリットワークなどを柔軟に適用
することで、新たな人材の採用が可能になります。

（信உ ߑ）

2.�　σータワーク࢈業と障害者のదੑ

1. データワーク産業のࢢ場性

（1） σータワークと͸
人޻知能（"I）、機ց学習という言༿を日常的に

ࣖにするようになってٱしく、ࢲたちは生活の中でそ
のԸܙを受けています。実際、医療、防災、教育、೶
業など、ありとあらΏる分野で "I は導入されていま
す。このような技術の多くは、「データ」を活用した
ものが多く、๲大なデータを収集、分ੳして知見を見
出す「データサイΤンス」ྖ域がޫ٭をཋびていま
す。

機ց学習やデータサイΤンスのྖ域では、利用する
データの準備（収集や整理）が7～8割と言われるほ
ど、そのまま使えるデータは少ないのが現状です。加
えて、データの準備と、分ੳなどの分業が進んでいな
いため、データサイΤンティストのෛՙは高くなっ
ています。このデータの準備を行う仕事をࢲたちは
「データワーク」とݺんでいます。データワークを行
える人材を増やすことは、"I、データサイΤンスྖ域
の課題解決の一助になります。

データワークには、主に以下のような種類がありま
す。
・収集・作成（クローリング、スクレイϐングの確認

も含む）
・クレンジング（欠ଛ、重複、不ਖ਼確、無関係なデー

タの࡟除、修ਖ਼）
・マスキング（個人情報やその他、機ඍな情報などを

ந出して࡟除、もしくは問題のない情報に変更）
・アノテーション（構଄化、意ຯづけʹラベリング）

「アノテーション」は、多くの "I 活用場面で必要
となる作業であり、人間が画૾、Ի声、จষなどの
データに意ຯ的な情報を෇༩（ラベリング）するデー
タワークを指します。

（2） σータワークのࢢ৔ن໛
෋士キメラ総研の「2022 人޻知能ビジネス総調

査」によれば、アノテーションࢢ場は "I ビジネス規
໛の拡大に伴い、ӈ肩上がりの状況です。これまで、
SI/"I ベンダーによるアノテーションࢢ場も、#P0
場同様৳びると予ଌされていましたが、人材リソーࢢ
スの課題や、新規アノテーション専業事業者の参入
が増加していることから、2021年度にݮ少にసじ、
今後も下هのような予ଌになっています。#P0 とは
#usiness Process 0utsourcing の಄จࣈをとった
もので、業務のうち定型的な作業を、֎部にアウト
ソースするものです。#P0 の代ද的な業務は経理事
務やコールセンター業務、採用代行などがあります
が、データ関連の業務も多くなっています。データ入
力、スキャニングなどがそれにあたり、最近では自治
体等の業務も #P0 化されています。

ΞϊςーγϣϯαーϏεのࢢ৔ن໛ʢ୯Ґ1��ສԁʣ
˞จݙ�ʣΑΓσーλΛҾ༻͠ɺ࡞ਤ

（3） σータワークのಛੑ
アノテーションは、#P0 場で৳びているというࢢ

調査結果になっていますが、そもそも #P0 できる業
務は、「定型的」な作業であるという特徴がありま
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す。定型的な作業とは、手ॱが決まった業務のことで
あり、その手ॱに従って遂行すれば、誰でも実施でき
ることを意ຯします。

一般的にデータワークは៛ີでਖ਼確性が要求される
割には、୯७な作業については非常に低୯価になって
います。クラウドソーシングや海֎への発注との୯価
や地域ґଘ性のない作業ޠ૪になることも多く、言ڝ
は特に低୯価になりやすいのです。定型的な作業ʹ୯
७で؆୯な作業、と勘ҧいされがちですが、アノテー
ションについていえば必ずしも୯७で؆୯な作業では
ありません。"I の学習データへのアノテーションは、
୯७なものは自動でラベル෇けができるものも増えて
おり、人手が求められるのは、ガイドラインに則って
考え、൑அが必要な、複ࡶなものが増えています。

2. 障害者とデータワークの適性
就労継続支援 " 型事業所における仕事の内容は、

ύンや手ܳ඼の੡作・ൢചや೶作業、清૟業務から
ϗームページ制作や PC を使った作業など෯広くあり
ます。各事業所では職業指導員が職業訓練や業務その
もののサポートを行うため、職業指導員のスキルや専
門性に近しい業務を行うとこΖもあり、IT 系の業務
は特定のスキルが求められることから、特にその܏向
が強いと言えます。

ฐ社は2019年から、就労継続支援 " 型事業所と一
ॹにデータワークの取り組みを行っています。障害種
別と作業の適性という考え方ではなく、就労継続支援
" 型事業所でデータワークを行う作業者（以下、デー
タワーカーとݺͿ）の特性に合わせて、適切なガイド
ラインとサポートを準備し、データワーカーのスキル
や特性を生かした仕事ができるような体制づくりを
行ってきました。

（1） σータワークのదੑと෼୲
就労継続支援 " 型事業所の利用定員は、一般的に

10～20໊ఔ度です。୯独の事業所でデータワークを
受注する場合、その利用者全員が同一の作業に適性が
ある、スキルを持っているというのは現実的ではあり
ません。複਺あるデータワークの中からスキルや特性
にあった作業を行える環境が必要になります。そのた
め、データワークをサポートするプロジΣクトリー
ダーを設置、プロジΣクトごとに適性のあるデータ
ワーカーをアサインし、そのデータワーカーと職業指
導員をプロジΣクトリーダーが取りまとめる遠隔チー
ムの体制を作っています。感染症や、ࢠどものྟ時ٳ
などがあり在宅勤務になった場合にも、就業場所がߍ
自宅に代わるだけで、同じように作業が進められるよ
うになっています。

就労継続支援 " 型という性質上、通院や体調不ྑ
で業務できない場合も多くあるため、そのような中で

も安心して作業できる環境が必要です。そのため、ࢲ
たちは作業を一定の୯位に分割し、ٸな欠勤などが
あった場合にも、相互にカバーしやすい仕組みにして
います。

（2） σータワークのదੑ
データワーカーのスキルや特性に合わせて仕事を選

Ϳ、と言っても؆୯なことではありません。これまで
の経ݧのなかで、入力作業はともかく、データのクレ
ンジング、マスキング、アノテーション経ݧ者がどれ
だけいらっしΌるでしょうか。そもそも「適性があ
る」とはどうやって൑அすればいいのでしょうか。

データワークの多くはやってみないと適性がわから
ないものが多いと思います。そのため、業務を行う前
のトレーニングやテスト作業にはできるだけ多くの
データワーカーに参加していただくようにしていま
す。そのプロセスの中で「こんな仕事があったなん
てʂ」「ۤ手だと思っていたけど、職業指導員に指導
してもらってやってみたらハマったʂ」という声を聞
くこともあります。また、その過ఔの中で、必ずデー
タワーカーとその方を現場で見ている職業指導員にア
ンケートを行っています。データワーカー本人が主観
的に「得意・不得意」「好き・ݏい」をどう思ってい
るのか、という情報に加えて、職業指導員からみた
「得意・不得意」という情報が重要です。また、「得
意・不得意」を作業精度と作業଎度といったύフォー
マンスだけでଌΖうとすると、実態とဃ離してしまい
ます。なͥなら、データワーカーの中には、非常に精
度高く素晴らしいύフォーマンスを出せる作業でも、
ଝして「不得意」と౴える方が多くいらっしΌるかݠ
らです。一方で、事業所でܰ作業ではなく PC を使っ
た作業を続けたいとい気持ちから、本人にとってはۤ
௧を伴う作業であっても「得意」「好き」と回౴され
る方もいらっしΌいます。そういうケースでは多くの
場合、職業指導員のアンケートで「不得意」と書かれ
ています。その根拠として、作業時間中にイライラ
して10分に1回੮を立つ、ٳみがちになるなどの行動
を、職業指導員がキャッチして、アンケートに回౴し
ています。

また、データワークでは職業指導員とデータワー
カーの関係性に特徴があります。事業所では、職業指
導員が「職業指導」を担っていますが、データワーク
においては、職業指導員よりデータワーカーのほう
が、作業理解や適性があるケースが多く見られます。
このようなデータワーカーのうち、本人がر望すれ
ば、他のデータワーカーのデータをチΣックしたり、
サポートしたりする役割を担うことも可能になってき
ます。その点で、௞金向上が望めると考えています。
また、指導方法も、個々人の特性により「先に説明を
聞いてからやりたい」「やりながらガイドラインを理
解したい」といったࠩがあり、個々人に合わせた介入
が求められています。
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データワークは遠隔だけでも作業できますが、適性
の൑அや作業を進める上での職業指導員の役割は大変
重要です。

（3） σータワークの支援とΨイυライン
データワーカーが安心して、かつ、確実に作業で成

果が出せるよう、ガイドライン作りにも力を入れてい
ます。作業の進め方や、利用するツールの説明、アノ
テーションのマニュアルをまとめたものをガイドライ
ンとして作成しています。情報の入力や理解のしやす
さの得意・不得意が、個々人によって異なります。ࣖ
から（聴֮）、目から（視֮）というҧいだけでな
く、視֮でもテキスト・画૾・ө૾などのҧいがあり
ます。画૾とテキストで構成するガイドラインを作成
し、職業指導員向けの説明会を実施する様ࢠを動画と
してه録して閲覧できるようにすることで、データ
ワーカーの認知特性に合わせてガイドラインを選୒で
きるようにしています。

ガイドラインの準備と職業指導員のサポートのもと
であれば、就労継続支援 " 型事業所でのデータワー
クの相性はྑいと考えています。特にガイドライン通

りに作業することが求められるデータワークは、ྔࡋ
の෯がখさいものの、かえってそれが安心して作業に
取り組めると感じられ、実際にどのような作業も多く
の作業者に適性があるという結果が出始めています。

【参考文献】
1） 社 会 保 障 ৹ 議 会 障 害 者 部 会（2020） 障 害

者 の 就 労 支 援 に つ い て . 厚 生 労 働 省 
 2003
年6月21日 
 https://www.mhlw.go.jp/
content/12601000/000797543.pdf（2022
年9月1日閲覧）

2） 地 域 の 就 労 支 援 の 在 り 方 に 関 す る 研 究 会
（2011）障害特性に応じた雇用支援施策 . 厚生
労 働 省 
 2011年11月29日 
 <3>https://www.
mhlw.go.jp/stf/shingi/2r9852000001wjus-
att/2r9852000001wkgo.pdf（2022年9月1日
閲覧）.

知能ビジ޻式会社෋士キメラ総研（2015）人ג（3
ネス総調査 
 98-102.

（由加 ాࠇ）

2.�　在宅就業障害者支援੍౓
在宅就業障害者支援制度とは、障害者雇用促進法の

「障害者の在宅就業に関する特例」に基づき、自宅等
において就業する障害者及び 在宅就業支援団体 に仕
事を発注した事業主に対して、在宅就業障害者に対
する年間の支෷総ֹ に応じ、常時雇用する労働者が
100人を௒える事業主であれば、在宅就業障害者特例
調整金、常時雇用する労働者が100人以下で報奨金支
給対象の事業主の場合、在宅就業障害者特例報奨金を
支給することにより、事業主による在宅就業障害者へ
の発注を奨ྭし、在宅就業障害者の仕事の確保を支
援するための制度です。在宅就業障害者支援制度は
2006年に制度化されました。

障害者総合支援法に基づく、就労継続支援 " 型・#
型事業において、2012年より在宅で利用が可能とな
り、2015年には就労移行支援事業において在宅で障
害福祉サービスを受けることができるようになる な
ど、障害者の働く場所に対する合理的配慮として在宅
就労という形が、ICT 技術と制度化により実現可能す
ることができるようになるなど、障害者のための制度
である一方で、在宅就業者支援制度は、事業主の在宅
就業障害者への仕事の発注を促し、在宅就業障害者の
ための仕事の確保を支援するための制度です。

2015年4月に在宅就業障害者支援制度の変更があ
り、খޱ発注でも支給対象となるよう特例調整金等が
申請できるようになりました。

2022年6月時点で、登録団体਺ 23団体（2016年

2月時点では22団体）ඍ増しているが、制度の認知度
が低いことや、特例調整金等の企業からの発注ֹの৚
݅、メリットが少ないことを理由に登録の更新申請を
しない 団体もありました。

在宅就労支援事業団は、在宅就業支援団体として登
録されています。100໊୯位のロットで受注が可能と
なっているため、併設された就労移行支援事業所、就
労継続支援 # 型事業所の利用者の業務を֫得するこ
とにもなり、特に就労移行支援を利用中の利用者にも
。௞を支෷うことが可能になっています޻

実際に、在宅就業障害者への発注が進まない企業側
の理由としては、制度の認知の低さ、制度上のメリッ
トを感じていない、情報セキュリティに関する不安が
あることや、೚せる業務のイメージがわかないという
ことがありました。また、支援機関側の支援が進まな
い理由としては、取Ҿ先が少なく安定的な受注が難し
いこと、一人あたりの労働時間が୹く、業務の受注ྔ
に制限がある、企業側からの業務ニーズがうまくマッ
チングしないこと、支援スキルが少ないことなどがあ
がっていました。

こうした、企業側や支援側が抱える不安に対しての
対応や、制度上のメリットを含めた在宅就業障害者支
援の認知拡大を図る必要がありました。
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制度のメリット
①企業側

・通勤はݫしいが業務遂行能力のある障がい者の確
保

・障害者の直接雇用への足がかりを作ることが可能
・特例調整金・特例報奨金を受けることが可能
・業務の発注がָになる
・ೲ期や業務の質の管理が容қ 

②障害者側
・通勤が難しくても就業機会を得ることが可能
・在宅雇用へ向けたスキルアップが可能
・在宅就業支援団体のサポートを受けられる

対象となるのは誰かʁ
①身体障害者
②知的障害者
③精神障害者（精神障害者保健福祉手ா所持者）
在宅就労支援事業団では、上هの三障害の方ୡ以֎

にも、指定難病者、ͻとり਌Ոఉの者、Ո଒の介護中
の者、ࢠ育て中の者、生活保護受給者、会社の౗産や
リストラによる就労が困難になった方ୡ、約30
000
人（うち障害者は700໊ఔ度）が登録されています。

在宅就業障害者支援制度の対象と
なる発注ύターン

事業主が、 特例調整金・特例報奨金を得るには、以
下のύターンがあります。
（在宅就業は自宅以֎でも実現できる）
①直接発注

発注先：企業が在宅にいる障がい者に直接発注
場 所：障がい者は自宅において業務を実施

②在宅就業支援団体活用
発注先：企業が在宅就業支援団体に発注
※団体は就労移行支援事業、就労継続支援 # 型事

業等をおこなっている場合もあります。 
場 所：団体に登録している障がい者は当֘事業所

又は自宅において業務を実施
※団体に登録している障害者は、当֘事業の利用者

である場合もあります。

ᾜ 企業は、在宅就業支援団体をとおして在宅就業
障害者に仕事を発注する

ᾝ 在宅就業障害者は在宅就業支援団体にೲ඼し、
同団体は在宅就業障害者に対価を支෷う 

ᾞ 企業は、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用
支援機構に特例調整金・特例報奨金の申請をする

ᾟ ৚݅に適合する場合、独立行政法人高齢・障
害・求職者雇用支援機構より特例調整金・特例報
奨金の支給がおこなわれる

③施設֎就労活用
発注先：企業が在宅就業支援団体に発注
場 所：団体に登録している障害者は、発注企業

（施設֎就労・通所）において業務を実施

企業などから「ϗームページを作りたい」「データ
入力してほしい」「จ書の෧入作業をしてཉしい」な
ど様々な仕事を請けෛい、在宅就業障害者にৼり分け
ます。そして、在宅就業支援団体は、在宅就業障がい
者からೲ඼された仕事を確認した上で、請けෛった仕
事を企業などへೲ඼します。これまで障害のある人に
仕事を発注する機会がなかった企業などにとって、在
宅就業支援団体を活用することにより、安心して仕事
を発注する機会を得ることができるといえます。

特例調整金・特例報奨金の支給
①在宅就業障害者特例調整金

対象：特例調整金の支給対象となる事業主は、常用
労働者100人を௒える事業主

内容：在宅就業障害者に支෷われた金ֹの年間の総
ֹが35ສ円を௒えるごとに、発注ݩ事業主に対
して21
000円の特例調整金が支給される。

・発注ݩ事業主が自ら雇用している障害者਺に応
じた支給限度ֹが設けられている。

・法的雇用率ະୡ成事業主については、特例調整
金ֹに応じてೲ෇金ֹがֹݮされる。

ಛྫ調੔金͸、ҎԼの方法Ͱࢉ出͞Ε·す
例1）事業主が在宅就業支援団体に仕事を発注し300

ສ円を支෷い、在宅就業支援団体が在宅ワーカーで
ある " さん・# さん・C さんに仕事を発注し、そ
れͧれに対して年間80ສ円を支෷った場合（࢒り
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の60ສ円は団体の作業管理指導費とする）、在宅
ワーカーへの年間の支෷総ֹは240ສ円ですので、
特例調整金126
000円が支給されます。

※相談支援、ೲ඼඼質、管理等を20％基準とする。

② 在宅就業障害者特例報奨金
対象：特例報奨金の支給対象となるのは、常用労働

者100人以下で一定਺以上の障害者を雇用してい
る（報奨金の支給対象となっている）事業主

内容：在宅就業障害者に支෷われた金ֹの年間の総
ֹが35ສを௒えるごとに、発注ݩ事業主に対し
て17
000円の特例報奨金が支給される。
・発注ݩ事業主が自ら雇用している障害者਺に応

じた支給限度ֹが設けられている。

ಛྫ報঑金͸、ҎԼの方法Ͱࢉ出͞Ε·す
例2） 事業主が在宅就業支援団体に仕事を発注し300

ສ円を支෷い、在宅就業支援団体が在宅ワーカーで
ある " さん・# さん・C さんに仕事を発注し、そ
れͧれに対して年間80ສ円を支෷った場合（࢒り
の60ສ円は団体の作業管理料とする）、在宅ワー

カーへの年間の支෷総ֹは240ສ円ですので、特例
報奨金102
000円が支給されます。

※相談支援、ೲ඼඼質、管理等を20％基準とする。

制度の対象となる業務
෺඼の੡଄、役務の提供その他これらに類する業務

が対象となっており、対象業務には特ஈの限定はあり
ません。

まとめ
就労環境の変化によって離職・ٳ職など余ّなくさ

れる障害者が多くଘ在する中で、就労環境整備が重要
な一つの観点から「在宅による制度」が創設された現
実もあります。どのような障がい者でも働きやすい就
労環境を提供し、誰もが社会参加できる仕組み創りを
構築する必要があります。

（ా端 ૱・٠஑ ༱ਖ਼）

2.�　αテライトΦϑΟεとい͏ಇ͖方
コロナ禍を通して、サテライトオフィスを設置する

企業が増加しています。サテライトオフィスとは、企
業が本社・支社などの拠点から離れた場所に設置され
たオフィスのことです。本社・支社などは営業や生産
などの業務という視点からみたݺび方ですが、サテラ
イトオフィスは従業員の働き方視点から見たݺび方で
す。

広義の用法として「サテライトオフィス」という総
শでݺばれることが多いようですが、実は多様なタイ
プがあります。ৄࡉ説明は省ུしますが、設置場所に
よって以下のものがあります。
˔都ࢢ部の企業に勤務する営業社員などが、「都ࢢ

部」のサテライトオフィスを利用する。
˔都ࢢ部の企業に勤務する߫֎在住の社員が、「߫

֎」のサテライトオフィスを利用する。
˔都ࢢ部の企業が、「地方」のサテライトオフィスを

利用する。
˔地方の企業が、「都ࢢ部」のサテライトオフィスを

利用する。
˔地方の企業が、「地方」のサテライトオフィスを利

用する。
また設置主体によっても以下の種類があります。

˔自社で直接設置するサテライトオフィス
˔自治体やຽ間の事業者が設置するサテライトオフィ

スをݻ定的に利用するサテライトオフィス（レンタ

ルや௞貸ܖ約）
˔他社と共用のコワーキングスペースを利用するもの

（一般的には一人利用用途のデスクスペースを時間
୯位で௞貸するものです。ݻ定的に利用できればサ
テライトオフィスとݺんでもいいものですが、むし
Ζ自宅も含めてカフΣやϗテルなど自社オフィス以
֎で勤務するモバイルワークのカテΰリーに入るも
のです）
このようにサテライトオフィスと一言で言っても多

種多様ですべてが障害者就労に適しているものではあ
りません。

以下に障害者の就労に適したサテライトオフィスに
ついて整理してみます。

1. サテライトオフィスを
利用した障害者の就労

業がαテライトΦϑΟεをઃஔするཧ༝ا①
在宅勤務制度があれば、サテライトオフィスはਖ਼直

不要なのではないかと思われますが、在宅勤務の導入
企業9割がサテライトオフィスは必要であると౴えて
いる調査もあります。

在宅勤務では、どうしてもネットやシステム環境
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の面で本社オフィスの設備よりྼってしまうケース
が目立ちます。ごՈ଒やペットがいるՈでは、ి話
や Web 会議などもしにくいですし、プレイベートな
ۭ間ということもあり集中力を保つのも難しくなりま
す。サテライトオフィスであれば、そういった問題は
こりにくく、通常のオフィス勤務とଝ৭ない作業がى
可能です。また、在宅の場合のインターネット回ઢ
は、Ոఉ内の個人ネット回ઢを利用しているため、イ
ンターネットセキュリティはオフィスよりも੬弱性が
あります。個人情報や機ີ情報など情報管理をపఈし
て行いたい場合は、きちんとセキュリティの整ったサ
テライトオフィスを利用するほうがいいでしょう。

ʢग़యʣβΠϚοクεෆಈ࢈૯߹ڀݚॴʮट౎ݍΦϑΟεワーΧーௐࠪ����9ʯ
図ɿࡏ୐ۈ຿のෆຬ

その他に広域での人材確保にもサテライトオフィス
の設置は有効な手ஈになります。

②障害者にとͬͯαテライトΦϑΟε就労のϝ
Ϧット
障害者にとってもサテライトオフィス就労はいくつ

ものメリットがあり、有効な選୒ࢶになります。
˔遠隔地の企業への就職 （近ྡに֘当する企業がな

い）が可能
˔障害上の理由で、長ڑ離通勤が困難などの課題解ফ
˔在宅勤務ができないՈఉ環境上の課題解決
˔多਺の人にғまれての勤務ができない障害特性によ

る困難の解ফ
˔在宅勤務ではなく、オフィスに出勤する勤務形態を

望する場合ر

ᶅҰൠのαテライトΦϑΟεۈ務と障害のあるਓ
を૝ఆしͨαテライトΦϑΟεۈ務のҧい
前ड़したサテライトオフィスのタイプによっては障

害者の就労に不向きなものがあります。一般の社員と
同じ環境下で、特ஈの配慮なく勤務できる者もいます
が、一定の配慮やサポートが必要な者もいます。コ
ワーキングスペースの利用ケースでは不特定多਺の他
社社員や個人事業者との接触がආけられず、そうした
変動性の高い環境が、不安を高めるなどの要Ҽになる
リスクがあります。これは共用部分の多い事業者設置

のサテライトオフィスを利用する場合も同様です。自
社が占有できるดじたオフィス環境でない場合は必要
な配慮を適切なタイミングで提供するのが難しく、ۓ
。時の対応など、予ଌ不能なリスクも高くなりますٸ
ຽ間事業者のサテライトオフィスを部分的に利用する
場合、このような理由でஅられることもあるようで
す。

もし企業がサテライトオフィス勤務の求人を出して
いる場合、上ड़の要݅を精査し、就労支援をすること
が望ましいと考えます。

2. サテライトオフィス就労の
進め方

①αテライトΦテΟεۈ務の۩ମతなタイϓ
ʲタイプ1ʳ原則サテライトオフィスに通勤するタイ
プ

このタイプはサテライトオフィスがそのまま、企業
の「支社・支所」に類ࣅするタイプです。実際の「本
社・支社」と比べて規໛はখさいですが、そこへ通勤
する障害者にとっては、サテライトオフィスが「会
社」となります。またほとんどの企業がサテライトオ
フィスを設ける場合は、一定਺の人員雇用を想定して
いるので、খ規໛でも会社オフィスとしての体を成し
ていることがほとんどです。
ʲタイプ2ʳ在宅勤務とサテライトオフィス勤務のハ
イブリットタイプ

िのうち、一定日਺を在宅勤務、一定日਺をサテラ
イトオフィスに出勤するタイプです。バランスは企業
の൑அによります。
ʲタイプ3ʳハイブリットに近ࣅしますが、研修や会
議の時だけサテライトオフィスに出勤するタイプもあ
ります。

②αテライトΦϑΟεͰの業務と͸
サテライトオフィスで勤務する際にはどのような

「業務」に従事するのかが気になると思います。
ほとんどの場合、「本社・支社」で実施しているオ

フィスワーク（そのサポート業務も含めて）をそのま
ま実施するケースが多いようです。また在宅勤務でア
サインされている業務を、そのままサテライトオフィ
スで実行するケースも多いようです。

あまり見ないケースですが、一部ではサテライトオ
フィスを利用して、オフィスワーク以֎の業務を行っ
ている企業もあり、その場合は作業系の業務のようで
す。

ᶅαテライトΦϑΟεにおけるا業の労務マネ
ジϝント
サテライトオフィスに管理者を配置するかどうかは
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就労支援者にとって重要な確認事項です。
企業の考え方としては、サテライトオフィス勤務者

がখ規໛の場合、本社・支社からオンラインでマネジ
メントするケースもあります。一定਺の勤務者がいる
場合は、専೚の管理者をサテライトオフィスに配置す
ることになります。何人から管理者配置の対象になる
のかは、企業の൑அによりますが、障害者のサテライ
トオフィス就労の理想としては、専೚の管理者が配置
されたサテライトオフィスが安心なのはいうまでもあ
りません。

3. サテライトオフィス就労と
最低௞金の関わり

サテライトオフィス勤務で就労した場合、どの都道
府県の最低௞金が適用されるのかを知っておくことは
就労支援者にとって重要なことです。

一般的にサテライトオフィスは登هされないことが
ほとんどで、サテライトオフィスで勤務している障害
者の所ଐする部ॺの本拠点や所ଐ事業所のある都道府
県の最低௞金が適用されます。

例えば、๭県๭ࢢのサテライトオフィスで勤務する
ものが、東ژに拠点のある部ॺにଐし、そこから直接
業務指示や労務マネジメントを受けている場合は、東
。都の最低௞金が適用されますژ

規໛はখさくても、サテライトオフィス設置地での
営業的発展性など、ॾ々の理由でサテライトオフィス
を支ళ登هする場合もあります。その場合はサテライ
トオフィス設置地の最低௞金が適用されます。 

就労支援者は求人企業に当֘地域でのサテライトオ
フィス設置事情や目的などを確認し、求職障害者の要
望なども勘案しながら適ਖ਼なマッチングをサポートし
ていく必要があります。

4. サテライトオフィス就労に
おける定着支援

サテライトオフィス勤務を前提に就労しても、障害
者の定着・活༂に関する੹೚は企業にあります。

企業が提供すべき定着・活༂のサポート内容は、こ
こでのテーマではありませんので、就労支援事業者が
担う必要のあるサポートについてهड़します。

職場生活や業務遂行に関することは基本的に企業が
ෛうべき੹೚ですが、生活支援など、企業が介入しに
くいサポートྖ域については、企業との連携の中で就
労支援事業者が本人への定着支援として担う場合があ
ります。 定着支援においては、まず求人内容に対す
る就職する方とのマッチングを十分に行うことは先決
要݅になります。ここが不十分なケースの定着支援の
困難は何ഒにもなります。

次いで、就労支援事業者との連携の必要性を認知し
ていない企業もあり、就労支援者の役割と੹೚、サ
ポート内容、企業との役割分担などを十分に説明・理
解してもらうことが重要です。特に遠隔地に管理者が
いることの多いテレワーク（在宅勤務）、サテライト
オフィス勤務において、就労支援事業者が企業と連携
して行う、本人への定着支援の役割はより大きくなる
場合があります。送り出しをした事業所と就労定着支
援事業所において3年6か月の定着支援を提供するこ
とができます。この期間のサポートを通して、サポー
ト実੷を上げられれば企業との信頼関係が構築され、
今後の就労先の拡大にもつながる可能性があります。
定着支援は就労支援事業者にとって、大きなチャンス
とも考えられます。 

（信உ ߑ）
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ࡍ業におけるテレワーク雇用の実ا　�.2
ʵԞ進γεテムの঺հとテレワークʵ

有限会社Ԟ進システムは大ࢢࡕ中央۠にある中খ
企業で、現在は役員2໊と社員9໊が働いています。
2000年2月に創業しましたが、立ち上げ時は一人で
自宅で仕事をしていました。創業時から「時間と場所
にറられない働き方」を目指しており、創業3年ほど
は、雇用した社員も࢒業θロ、テレワークをしていま
した。大きな仕事を受けるようになってからは大ࢢࡕ
中央۠に事務所を構えて出勤する社員は出社し、事情
がある社員はテレワークをしています。創業から現在
まで常にテレワークで働いている社員がいることにな
ります。現在、重度身体障害者が3໊、精神障害者が
3໊、発ୡ障害者が3໊の9໊の障害のある人とともに
働いている一般企業になります。WE# システムの開
発が8割、ϗームページ制作などが2割の業務を行っ
ている会社なので、ICT ツールなどの利用には఍߅が
なく、現在では自社開発のツールや一般的なICTツー
ルなどを組み合わせてテレワークを行っています。使
用するツールなどは常に見直していますので、今利用
しているツールやサービスなども、ずっと使い続ける
わけではなく、より効率的で効果的なツールがあれば
試行し、取り入れることを܁りฦしています。

テレワーク取り組みの推移
創業当時からテレワークをしていますが、20年ほ

ど前にはテレワークをしている企業はほとんどありま
せんでした。当ॳ使用していたものは、「メール」「ి
話」になります。メールやి話にて業務指示をして、
必要あれば近くの٤஡ళなどで待ち合わせ、ࡉかい指
示を఻えていくスタイルです。雇用形態は通常の企業
のような雇用形態でしたが、実態は֎注に出すような
形で指示をし、仕事の成果で業務ྔの調整などを行っ
ていました。ジョブ型雇用のような形ですが、働き方
や給༩形態はメンバーシップ型雇用ということで、創
業時からハイブリットな形で雇用している仕組みにし
ていました。

社員を୳す際もこのような仕組みの会社なので、֎
に出るのが難しいが働く力がある人を୳したいと思
い、シングルマβーの訓練施設や障がいある人の訓練
施 設、S0H0（Small0⒏ce/Home0⒏ce） 事 業 者
の団体などにإを出し、人材を୳していました。それ
らの動きの中で障がいある人たちの関りができ、実習
を受け入れていくうちに障がいある社員が増えて言っ
た形になっています。2007年からは出社の割合が多
くなり、テレワークが必要な人はि1、2回のテレワー

ク利用で、会社もバリアフリー޻事を行い出社が中心
となりました。2011年には第11回テレワーク推進৆
「奨ྭ৆」を௖いたり、ੈの中もঃ々にテレワークの
認知度も高くなってきました。

しかし、ܹٸにฐ社もテレワークが進んだのは
2020年2月です。コロナ禍のӨڹにより状況を見て
全社テレワークをするかどうかを໎っていました。そ
れは支援者などからฐ社にいる精神障害や発ୡ障害の
方は「生活リズムを่すことが不調の要Ҽとなること
が多い」と聞いていたからでした。今までは精神障害
や発ୡ障害のある人たちのテレワークを基本認めてい
ませんでした（事情がある場合は除く）。そのため全
社テレワークを᪳᪯していましたが、ฐ社社員は薬を
ҿんでいる人や難病の人もいる関係で、新型コロナ
ウィルスにጶ患するリスクの方が大きいと൑அし、
2020年2月25日（Ր）に全社テレワークにすること
を決அし、2020年2月27日（໦）から全社テレワー
クとしました。2日間で全社テレワーク環境が構築で
きたのは、日頃からテレワークをしていたノウハウが
あったからです。生活リズムが่れるのではないかと
不安視していましたが、結果的にはテレワークの方が
人との関りが少なくなった分、対人関係での不安など
がܰݮされ作業効率は上がり、より仕事に集中して作
業して௖けるようになっていました。現在ではその
ような状況も考慮して、2020年11月よりテレワーク
ベースの勤務体系とし、出社はリーダーが必要と認め
たときに行う形に変更になりました。ฐ社では部ॺが
4つありますが、総務部はՐ・໦、カスタマーサポー
ト（営業）部は月・ਫ・金、技術部はՐ・金、ϗーム
ページ部は׬全テレワークのような形で、部ॺによっ
て出社日が異なります。もちΖんテレワーク中心なの
で事情があれば出社日でもテレワークできるように
なっています。

ฐ社のテレワークの実際
ৄしい内容は、Ԟ進システム CSR サイト（https://

www.okushin.net/）の「働き続けるための仕組み」内
の「在宅勤務（新型コロナ対策ฤ）」（https://www.
okushin.net/device/remote@working2020.
html）にه載・更新しています。現状でのテレワー
クを行うための޻෉をه載したいと思います。
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勤務規定について
就業規則上にて「在宅勤務規定」を定めており、在

宅勤務上での取り決めを定めています。なお௞金規定
により在宅勤務手当として、在宅勤務時の場合は1日
250円の支給をしています。また社֎ൿ情報を他に࿙
Ӯしないように「ൿີ保持に関する੤約書」をక結し
ています。

労務管理について
労働時間管理は、変形労働時間（就業規則上に明

を活用し各自で行うようにしています。通常（ه
は8:30～17:30が勤務時間となっており、8:30に
Skype によるேྱを行います。この時間内にٳむ場
合、ৼସの時間を利用して時間延長する場合などは、
必ずあらかじめ上長のڐ可をとり、社内チャットグ
ループで事前に報告するようにしています。

1日のऴྃ時には社内開発した業務日報システム
（通শ：Cactus）に業務日報をه録します。どのプ
ロジΣクトのどの作業を何時間したか、一日のトータ
ル勤務時間は何時間か等を明هするようにしていま
す。

職場環境について

ڥ業؀࡞
テレワークでは各社員が自宅のύソコンから社

内 -"/ に 7P/（7irtual Private /etwork） 接 続
しています。オープンソースの 7P/ ソフトウΤア
（SoftEther 7P/）を利用し、社内に予備を含め2୆
の 7P/ サーバーを構築し、在宅環境のύソコンには
SoftEther 7P/ Client をインストールして社内 -"/
と 7P/（7irtual Private /etwork）接続を行なう
仕組みです。7P/ 接続した後は会社にある各自のύ
ソコンにリモートディスクトップにて接続して、会社
と全く同じ環境で作業をすることを可能としていま
す。重度の身体障がいのある社員がいるため、業務
上の書類については全てిࢠ化（P%'、ࣸ真、ビデ
オ等）して社内 -"/ 上のサーバーに保持しているた
め、業務上のデータについては全てこの仕組みで参
র・更新できるようになっています。社内にある各自
のύソコンについては、Wake on -an 機能෇きのύ
ソコンを導入し、在宅勤務開始時に自宅のύソコンか
らリモートで会社のύソコンి源を 0/ にします。
作業がऴわればまたリモートでి源 0'' します。

ి࿩・'"9
全社テレワークになってからは会社にかかってくる

ి話が取れないため、クラウド P#9：IP ి話を導入
しました。スマートフォンに専用アプリをインストー
ルして設定しています。これにより、会社に誰もいな
くなっても、会社にかかってきたి話を自宅から取る
ことができて、そのまま他の在宅勤務者へと内ઢస送
することが可能になりました。全社テレワークになっ
てから在宅勤務者への内ઢస送の必要性を感じたと同
時に、通話録Իデータもすべて保ଘされるので、通話
の内容をその時に書き留める必要がなく、「誰Ѽのど
んな఻言かちΌんとԱえられるかなʁ」などの不安が
なくなりました。'"9 については '"9 サーバを導入
設置し、社内ύソコンから受信確認、データ送信がで
きるようにしました。在宅でも 7P/ で社内ύソコン
を利用しているので、在宅で '"9 の送受信が可能に
なりました。

業務遂行、進捗確認について

会ٞにͭいͯ
会議を行う場合には、テレビ会議方式で行います。

社員全員が Skype アカウントを持っているために、
ຖே8:30のேྱや通常の社内会議は Skype で行って
います。٬ސ先とテレビ会議をする機会が増えてきた
ため、「アカウントを持っていなくても 0,」「ශ弱
な回ઢでもԻ声や画૾が比較的安定している」などの
理由で、2019年から ;oom を活用しはじめました。
最ॳは無料アカウントでしたが、複਺拠点でのやり取
りも増えたことから2019年9月16日に法人で ;oom
の有料アカウントを取得して利用しています。٬ސ要
望によっては他の方式のテレビ会議にも対応していま
す。

業務ࣔࢦ・連བྷにͭいͯ
業務指示・連絡については、基本的にチャット及び

テレビ会議で行います。全社テレワーク前から、精
神・発ୡ障がいのある社員が、ޱ಄指示での業務఻ୡ
がۤ手（ۓு感が高く不安になる、指示がൈける）と
いうこともあり、通常時からチャットでの業務指示を
活用してきました。仕事上の資料は社内サーバー、指
示内容はチャット、指示・進捗管理はプロジΣクト進
捗管理ツールを利用すれば、少ないޱ಄指示だけで業
務ができるように、それͧれの社員に合わせて指示の
割合などを޻෉しながらやってきた実੷があるので、
特にテレワークになったからといって困ることはあり
ませんでした。
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ϓϩジΣクト؅ཧ
プロジΣクトごとの進捗管理には #acklog という

WE# サービスのプロジΣクト・タスク管理ツールを
活用しており、そのサービス上で業務指示ごとに進
捗状況を確認したり、全体のプロジΣクトの状況を
確認したりしています。開発上のリソース管理もこ
の #acklog の中で Git というバージョン管理システ
ムを利用しています。またプロジΣクトの情報管理に
ついては社内で開発したプライベート情報共有システ
ム（通শ：bonsai）と、情報共有システム（通শ：
hakoniwa）を利用しています。bonsai は社֎ൿ情
報、hakoniwa は必要があれば٬ސと共有できる情
報を入れるものです。社内のデータサーバーに分ࢄし
ていた技術情報、技術基準や規約、各種サーバー情報
やアカウント情報など、社内で共有すべき様々な情報
や技術ノウハウなどを、きちんと管理し検ࡧもできる
ようにしています。

໿ॻܖ
約書についてはܖ jinjer サインという WE# サー

ビスのిܖࢠ約サービスを導入して運用しています。
これにより押印の必要性のある書類のやり取りがݮ少
しました。

健康管理について
精神・発ୡ障がいのある社員がいるため、日々の体

調を見える化する仕組みが必要になります。業務日報
上でのやり取りや、ر望する社員にはฐ社が開発提供
している WE# サービスの WE# 日報システム SPIS
などを利用し日々の様ࢠを見ています。通院などの必
要のある社員もいるため、時間有給制度を利用して勤
務時間中でも通院できるようにしています。必要に
よっては面談を行ったり、支援者と連携して対応しま
す。

（Ԟ࿬ 学）　

2.9　ಛྫࢠ会ࣾにおけるテレワーク雇用の঺հ
出ࣾθϩ・׬全在宅ۈ務の障がい者がઓྗにʂ
ϦクルートΦϑΟεαϙートが推進するテレワーク

1. 設立から30年
400໊௒の障がい者が
活༂する特例ࢠ会社

（1） ै業һの障がい෦Ґ͸ଟ༷
式会社ג、式会社リクルートオフィスサポートはג

リクルートの特例ࢠ会社です。1990年2月14日にג
式会社リクルートプラシスとして設立、5月特例ࢠ会
社認定（全国34൪目）、2004年2月 グループ会社認
定（グループࢉ定特例適用第7߸）、2006年リクルー
トオフィスサポート（以下 R0S）に社໊を変更しま
した。現在の本社所在地は東ژ都中央۠勝どきで、東
の内のリクルート本社ビルほか都内਺カ所に拠点ؙژ
があります。

2022年6月現在、従業員਺は515໊で、内障がい
者は432໊（身体317໊ 知的11໊ 精神104໊）
です。下هのグラフに示したように従業員の障がい部
位が多ذにわたっていることが特徴です。

ʲैۀһ಺༁ʳ

これは法定雇用率をୡ成し続けるために、さまざま
な採用ઓུを講じた結果でもあります。設立から30
年、社会環境・਌会社リクルートの経営方਑や業੷・
法定雇用率など、R0S はさまざまな変化に対応して
きました。設立当ॳは、下ࢶ障がいや知的障がいの方
を中心に採用し活༂していただいていましたが、雇用
਺確保とそれに伴う職域拡大・業務難қ度向上によ
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り、精神障がいや໔Ӹ障がいの方の採用も強化しまし
た。

とはいえ、R0S では、障がいの種類や部位によっ
て配ଐを決定することはありません。できる限り本人
の Will（意思）をଚ重し、強みを生かすことができ
る業務を担当していただいています。R0S の事業は
大別すると2つあり、さまざまな業務があるため、適
職とのマッチングがしқいことが挙げられます。事業
の1つがリクルートグループ各社のバックオフィス業
務です。コϐーや発送、リクルート従業員の経理఻ථ
確認、入ؗূの発行・管理、໊ࢗ作成などです。2つ
が、リクルートの WE# ഔ体の運営サポートで、リク
ルートの本業に関わる事業です。R0S では WE# ഔ
体掲載情報の確認を行っています。

（2） ʮ$"3&�'"*3（έアとϑΣア）ʯが
考͑方のج本

また、障がいの有無によって配ଐや評価を変える
こともありません。企業理念の「あらΏる人が能
力・意ཉの発揮できる機会を創଄し」に基づいた
「C"RE�'"IR（ケアとフΣア）」という行動指਑の
もと、環境を整備し制度を規定しているからです。
R0S では「C"RE（ケア）とは、障がいによる多様な
ҧいを認め合い適切に配慮し合うこと」「'"IR（フΣ
ア）とは、自己ベストを目指す一人ͻとりの౒力と成
長を公ਖ਼に評価すること」と定義しています。

ʲैۀһの੠͔Β࡞ΒΕͨۀاཧ೦ʳ

基本的に、個人の障がいについては社内従業員向け
にはオープンとしており、入社時には各障がいについ
ての一般的な知識を学Ϳ機会があります。またバリア
フリーオフィス、ࢲ用ं通勤のঝ認ฒびにறं場の確
保、保健師常றなど、環境面においてもできる限り配
慮しています。さらに、複਺の研修（ਖ਼社員のみ）、
資֨取得支援制度、キャリア相談ࣨなどを用意してス
キルアップを支援しています。障がいを理由にした能
力発揮機会のଛࣦを防͗、健常者・障がい者を問わず
公ਖ਼に評価できるようにしています。マネジャーの
39人中17人が、部長9人中2人が障がい者という਺ࣈ
（2022年9月現在）からも「C"RE�'"IR（ケアと

フΣア）」がਁಁしていることがお分かりいただける
と思います。

東2020ژύラリンϐックڝ技大会には、R0S から
3໊のアスリートが出場しました。従業員からの提案
で制定された「アスリート支援制度」を利用し、業務
と両立しながら自己ベスト更新を目指した成果です。

2. 2016年から本֨的に
テレワークを開始
100໊௒が׬全在宅勤務で働く

（1） Ѵ઒ࢢの実ূ実ݧ参Ճがεタート
テレワーク（在宅勤務社員制度）の導入は、法定雇

用率ୡ成のためのઓུの1つです。ट都ݍでは採用ڝ
૪がܹ化しており、ୡ成がةͿまれる時が஗からず౸
དྷすることはわかっていました。地方に拠ళを出すこ
とも検討しましたが、事前調査や準備には相当な時間
が必要で、即効策にはなりません。ଧち手を考えあぐ
ねていた2016年4月、コンサルタント会社から北海
道のѴ川ࢢの「6IJ ターン促進テレワーク調査・実ূ
事業」を紹介されました。公ื型プロポーβルとい
うことで、6月に「障がい者のテレワーク導入実ূ実
。として企画提案をし、7月に受ୗが決まりました「ݧ

1回目の在宅勤務社員ื集は、Ѵ川ࢢや障害者就
業・生活支援センターのご協力もあり、5人（身体3
໊・精神2໊）を採用することができました。当ॳは
テレワーク用の業務を用意できていなかったため、入
力の練習やύソコン技能検定の学習などをやっていた
だき、その過ఔで業務スキルやコミュニケーション能
力などをଌりました。一方で、職域開拓とマネジメン
ト方法の確立、WE# 会議システムの検討など、テレ
ワークによる雇用の型化を進めました。先行事例も少
なく、まさに૸りながら考えていたのです。

Ѵ川ࢢの実ূ実ݧは2017年3月でいったんऴྃす
ることが決まっていました。しかし、1回目に採用し
た5໊のうち4໊は、スキル・意ཉともに高くઓ力と
して期待できることから継続して雇用することにしま
した（1໊はύソコンの知識がなく、オンラインでの
学習も難しかったため、3月຤でऴྃとなりました）。
さらに、テレワークでの採用も続けることを決めまし
た。とはいえ、当ॳはѴ川ࢢ以֎に地域を拡大する予
定はなかったのです。説明会にご参加されたѴ川ࢢ
のソーシャルワーカーからの提案で、R0S の在宅雇
用の取り組みが道内に広がることになります。その方
が「テレワークは生活困ځ者の就労支援に有効なので
は」とお考えになり、道内の困ځ者支援に関わる方に
向けて会社説明を開࠵してくださったのです。2015
年に生活困ځ者自立支援法が施行され、各自治体が就
労支援の方向性に໎っていた時期と重なったことが勢
いを加଎させました。また、道内の障害者就業・生活
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支援センター同士のつながりの強さにも助けられまし
た。新たな自治体で活動する際には、センター長をご
紹介いただき、前もって R0S の活動をご説明してく
ださることもありました。

約2年で道内主要都ࢢでの1回目の採用活動をऴ
え、その後は、0# が活動していたԭ縄や講ԋ会で๚
れた長野で、そして現在は独自にࢢ場調査した地域で
採用活動を続けています。2022年7月現在、129໊
が在宅勤務社員として活༂しており、障がい部位の内
༁は以下に示した通りです。

ʲࡏ୐ۈ຿ࣾһো͕͍಺༁ʳ　　　ʲਫ਼ਆো͕͍಺༁ʳ

全社グラフと比べると精神障がいの割合が多くなっ
ているのがお分かりいただけると思います。実は、精
神障がい者のある従業員のうち約7割が在宅勤務社員
なのです。応ื者の฼集団がट都ݍと異なるというわ
けではなく、テレワークであれば、感֮過හやコミュ
ニケーションをۤ手とする精神障がいの方が、力を発
揮できるということなのだと思います。

（2） ମ調؅ཧとؼଐҙࣝৢ成がେ੾
R0S のテレワークでは、入社後3か月の研修期間を

経て、業務を担当してもらうことになります。コロナ
感染拡大前は、各地域で入社式を開࠵し、ࣙ令（雇用
形態はܖ約社員・6か月ごとに更新）を交෇後、対面
で社用ύソコンの使い方の説明をしていました。しか
し、現在はすべてオンライン。入社してから1度もリ
アルでお会いしたことのない従業員がほとんどです。

在宅勤務社員の1日のྲྀれは、以下になります。勤
務時間は9：30～16：30でおனٳみ1時間を除いた6
時間です。過集中をආけるため、各自こまめにܜٳの
時間をとるようにݺびかけています。

コミュニケーションは、ே会と༦会の1日2回だ
けカメラオンの WE# 会議を行い、あとはほとんど
チャットでのやり取りです。

ʲࡏ୐ۈ຿ࣾһ1೔のྲྀΕʳ

業務内容は、リクルートの WE# ഔ体に掲載された
情報の確認です。ഔ体によって৹査基準や方法は異な
りますが、݅਺で進捗を確認できるので、テレワーク
の業務に適していると言えます。新しい業務の説明時
以֎、業務上の質問やそれに対する回౴、ࡶ談もすべ
てチャットです。ྡの੮にいるメンバーと会話をする
感֮でチャットをしています。

体調管理は、自己申告です。ே会がऴわったあと
に、在宅勤務社員限定のポータルサイト「なまら」に
入り、5ஈ֊で体調を評価しその理由をه入します。
管理者はそれを確認し、普ஈと変わったとこΖがあれ
ばオンラインで面談し、その日の業務について検討し
ます。༦会前には「なまら」に業務報告をه入しても
らいます。フリーワードなので、業務内容以֎に༦൧
のメニューやペットの様ࢠをه入するメンバーもいま
す。この報告も体調を把握するツールの一つです。気
になるワードがあれば、翌日面談をします。そのほ
か、本人あるいは上࢘の申告により、本社常றの保健
師と面談することもできます。

ʲϙーλϧαΠトʮͳ·Βʯମௐ؅ཧը໘ʳ

テレワークにおける課題として、孤立化や帰ଐ意識
の低下があげられていますが、それを回ආする方法と
して、R0S ではさまざまなイベントを開࠵し参加を
び掛けています。社員総会や、リクルートの各事業ݺ
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やഔ体の੹೚者同੮のキックオフ（൒期ごと）といっ
た業務はもちΖんのこと、部主࠵のハロウィンԾ૷
ύーティやランチ会といったָしいイベントもありま
す。ほかにも、共通のझຯの人が集まるチャットルー
ムがあり、そこには、働き方や所ଐ部ॺの異なる従業
員が「本日のզがՈのೣ」や「ө画ؑ৆報告」を౤稿
しています。

こうした働き方、管理方法、イベントなどがޭを૗
しているのか、離職者は年間で10人以下です。

3. 自律して業務を進めかられるが
ポイント
「役に立つ」ことが
モチベーションに

（1） 在宅ۈ務ࣾһにٻΊるεΩルとεタンε
在宅勤務社員の採用試ݧは、一次は適性検査とオン

ライン面接、二次はご自宅を๚問し対面で面接を行っ
ています。試ݧでは、ύソコンの基本的なૢ作と理解
力、障がい適応度や協調性などをみています。また、
自宅๚問の際には、就労環境の確認とともにごՈ଒や
支援者の方にごѫࡰさせていただいています。

入社以降も、在宅勤務社員には以下、「スキル」と
「スタンス」を求め続けています。
˔スキル（能力）

・จষをಡ解する力
・ルールを理解する力
・ルールに則り൑அする力
・継続的に学習する力
・変化に対応する力

˔スタンス（姿勢）
・自身の状況を自ら発信する
・適切に報告・連絡・相談をする
・助言を受けࢭめ行動を変える
・他者を認め協力する
・自己ベストの更新
サポートが前提の福祉的就労とは異なりますので、

自律して業務を進めることは、必ਢ৚݅です。ただそ
れは、自己׬結ということではありません。とくにテ
レワークの場合、自身の状況を発信することは大切で
す。早いஈ֊で᪴いていることがわかれば、解決策を
検討することができ、本人も組織も௧手が少なくࡁみ
ます。メンバーからの発信が、業務改善につながる場
合もあります。先の見通しが立たないと不安になるメ
ンバーからの声で、1日のスケジュールをチャットで
送るようにしたとこΖ、他メンバーからも「業務が進
めやすくなった」という声がありました。৹査基準が
変更になる場合は、ᐆດにならないよう、変更前と後
のものをฒべて理由も明هすると、ミスがݮりまし
た。

（2） Ϟνϕーγϣンのݯઘ͸հ在Ձ஋
在宅勤務社員に評価制度はありません。リーダーや

コントローラーといった役職もありません。管理は東
本社の従業員が担当しており、在宅勤務社員は全員ژ
が同じ時間給（東ژ都の最低௞金）で働いています。
では何がモチベーションになっているのか、とٙ問に
思われるかもしれません。個々に݅਺や඼質に目標を
設けていますので、それがىരࡎになっている部分も
あると思います。ただ、本人ୡに聞くと「何より自分
たちの仕事がリクルートの事業やカスタマーの情報選
୒に役に立っているのがخしい」と言います。WE#
ഔ体には自分が確認した情報が掲載されていますし、
前ड़のキックオフでは事業੹೚者から感謝の声を௖き
ます。自分の目やࣖで、仕事の成果や評価を確認し、
介在価஋を見出せることがモチベーションになってい
ます。また、評価制度ではありませんが、5年間継続
して勤務された方は無期雇用社員になります。すで
に、第1回採用の4人が変更になりました。

さらに、དྷ年度からは「限定ਖ਼社員」への௅ઓも可
能になる予定です。限定ਖ਼社員とは、出社せず100�
自宅で仕事ができ、種類や難қ度の異なる業務が担当
可能な新しい働き方です。勤続年਺や各種適性試ݧの
結果など、対象となるには৚݅がありますが、在宅勤
務社員にとっては難қ度が高い仕事で能力を発揮でき
るチャンスであり、௞金も上がります。モチベーショ
ンアップの新たなՐ種となると思っています。

（3） 障がい者の就労におけるબ୒ࢶを૿やす
R0S がテレワークに取り組んでから、6年が経ち

ました。その間、コロナ感染拡大のӨڹで各社がテ
レワークを導入し、障がい者職域も広がりました。
WE# 会議システムや関連機器も目֮ましく進化して
います。まさに௥い෩ですので、今後は他社事例を参
考にしながら、R0S のテレワークも進化させたいと
思います。

また、テレワークは働き方のͻとつに過͗ませんの
で、それ以֎の選୒ࢶも増やしていきたいと考えてい
ます。そして、障がいが理由で通勤やオフィス勤務が
難しい方、企業਺が少ないために能力を発揮できない
でいる地方在住障がい者などに、活༂の機会を提供し
ていきたいと考えています。

（ື 美和）　
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2.1�　ࣗӦܕテレワークにͭいͯ
医療的ケアが必要な者等の重度の身体障害者 は、

就労系の福祉サービス事業所の利用が難しい場合など
に、自営型テレワークとして働いている例もあります。 

重度の身体障害があり平日の日中は生活介護事業所
を利用していますが、テレワークで仕事をして収入を
得たい という障害者もおり、例えば、  生活介護事業
所から帰った༦方以降とか、౔日のٳみの日に請ෛと
いう形で仕事をしている方もいます。ύソコンやイン
ターネットが普及する前の時代には、医療的なケアが
必要だったり、介護が必要な重度障害がある人が働く
ということは考えられなかったと思いますが、ύソコ
ンや高଎のインターネット回ઢの普及だけでなく、精
度の高い視ઢ入力૷置など様々な入力支援機器の開発
や "I によるԻ声認識技術の向上、分身ロボットの登
場などで重い障害のある人でも仕事をして収入を得ら
れる時代になりました。何時から何時までといった決
められた時間で働くことはできないため、雇用ܖ約
を結んで働くことは難しいとしても、ICT の知識や技
術を身につけて自分のペースで働く人も増えてきてい
ます。本人は雇用ܖ約を結んで働きたいというر望が
あっても請ෛの自営型でしか働けないという方もいま
すので、௒୹時間での雇用とか、連続した時間ではな
い働き方が企業の中で認められるようになれば雇用ܖ
約を結んで社員として働くということもできるように
なるかもしれません。

重度の身体障害者だけでなく、組織にଐして働くの
がۤ手な発ୡ障害の人も雇用ܖ約を結ばずに請ෛの自
営型で仕事をしている人もいますが、コミュニケー
ション能力に課題を抱えている人が多いため、営業活
動やお٬さんとのଧち合わせが上手くできなくて、そ
れを補って代行してくれる人がいることで自営業のフ
リーランスとして収入を得ている人もいます。ICT の
スキルがどんなに高くても、コミュニケーション能力
が低いと٬ސの要望を理解できなくて、まったくҧっ
たものをೲ඼してしまったりというトラブルにも繋が
るのですが、間にコミュニケーション能力の高い஥介
役の人が入ることで、٬ސのニーズをしっかり理解し
て、それをわかりやすいようにטみࡅいて説明して、
途中でも適時方向性が間ҧっていないかどうかの確認
をすることで、ICT のスキルを有効に活用して収入を
得ることができるのです。

自営型のテレワークとして必要な仕事の中に、見積
書や請求書を作るといった事務的な作業もあり、これ
らもۤ手としている人がいますが、会社に所ଐして働
いていると事務員さんがしてくれる業務も基本的には
自分でしないといけないのですが、どうしても難しい
場合は、それが得意な人にґ頼して代行してもらえば
ྑいと思います。自営型のテレワークで働いている人

たちは、雇用ܖ約を結んで働いている人と比べて、収
入が安定しないことが多く、仕事がある時にはまと
まった収入が得られるのですが、仕事がなかったり少
なかったりすることで収入がݮったり途ઈえたりする
こともあり、継続的に入ってདྷる仕事を確保して安定
した収入を得るということが大きな課題となっていま
す。

また作業時間に見合わない安い価֨で受注してし
まって、収入が少ない人もいます。これは自営業の人
に限らず福祉サービスの事業所でもよくあることだと
思うのですが、一般的な相場（適ਖ਼価֨）を知ってお
くことが重要ですので、ネットで調べたり知り合いに
同じような仕事をしている人がいれば、教えてもらっ
たらྑいと思います。発注する会社さんの中には障害
のある人を安い労働力として使いたいと思っている人
もいますが、障害があってもなくても同じ成果෺がೲ
඼されたのであれば、同じ対価が支෷われるべきだと
思います。

医療的なケアを受けていたり、体調が安定しない人の
場合、自分が仕事ができなくなった時に困りますし、仕
事を発注していただいているお٬さんにも不安を༩えて
しまうため、自営型のテレワークで働いている人たちは
ネットワークを作っておくことも大切です。

自分が入院したりして仕事ができなくなった時に
は、Ҿき継いでもらい、ೲ期までにೲ඼できるように
するなど、日頃から横の連携をとっておくことで助け
合うことができますし、体調がѱい時に代わりに頼め
る人がいるということは、無理をしなくてもྑいとい
う安心感にもつながり、仕事のґ頼主さんも安心して
仕事を発注できると思います。健常者でも一人で請ෛ
で仕事をしていると同じような心配はつきものなので
すが、障害を抱えている人は体調に೾があったり、入
ୀ院を܁りฦすリスクが高いので、日頃からそのよう
な状況になった時のことを考えて備えをしておくこと
が大切だと思います。

自営型テレワークは、就労系障害福祉サービス事業
所のサービス受給とは異なりますので、日常生活の中
で必要な福祉サービスの受給を受けている場合もあり
ます。担当の相談支援事業所や支援機関ともこうした
働き方との調整についていつでも相談できる体制を準
備することも大切な基൫整備となります。自らの力を
最大限に活かし、自分らしさを発揮できる「働き方」
を実現し、社会の中で共に活༂するためには、こうし
た自営型テレワークという働き方も選୒ࢶの1つとな
ることもあります。多様な選୒ࢶによる「働き方」を
地域の支援機関やネットワークで支えていける地域づ
くりがこれらかも重要になると思われます。

（川࡚ ᆹ༸）　
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